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◎

26,959 人　　 【前月比 78 人　　（ 0.3% ）　　減 】
22,827 人　　 【前月比 234 人　　（ 1.0% ）　　減 】

◎

10,026 人　　 【前月比 545 人　　（ 5.7% ）　　増 】
5,261 人　　 【前月比 229 人　　（ 4.6% ）　　増 】

◎ 令和４年９月の雇用失業情勢判断

Ⅰ

図表１ 図表２

 （注）季節調整法はセンサス局法Ⅱ（X-12-ARIMA）による。なお、令和３年12月以前の数値は、令和４年１月分公表時に新季節指数により改訂されている。

新規求人倍率　　１．９１倍【前月比　０．０３ポイント上昇】
新規求人数
新規求職者数

有効求人数・求職者数及び有効求人倍率の推移

求人・求職の状況（季節調整値）

新規求人数・求職者数及び新規求人倍率の推移

②　新規求人倍率は、平成25年６月から112か月連続１倍以上。

下記Ⅰの②参照

(令和4年9月)

【照会先】
　青森労働局職業安定部
　　職業安定課長　　　　鈴木　彰
　　地方労働市場情報官　小野　仁
　　　電話　017（721）2000

有効求人倍率　　１．１８倍【前月比　０．０１ポイント上昇】
有効求人数
有効求職者数

青森県の雇用失業情勢について

下記Ⅰの①参照

※　記載の数値は季節調整値（「補足資料」P6参照）

青森労働局発表
令和４年10月27日

テレビ・ラジオ・インターネット 10月28日 ８時30分解禁

新聞　10月29日 朝刊解禁

　青森県の雇用失業情勢は、緩やかに持ち直しているものの、新型コロナウイルス感
染症や物価上昇が雇用に与える影響に留意する必要がある。

①　有効求人倍率は、令和３年４月から18か月連続で１倍以上。全国順位38位
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Ⅱ

対前年増減数
（人）

対前年増減率
（％）

Ⅲ

Ⅳ

図表４

21,880 5,526 4,964 4,018 1,275 675 2,006 1,261 994 1,161

27,646 6,841 7,097 5,252 1,276 1,288 1,601 1,605 1,493 1,193

0.09 0.22 ▲0.04 0.13 0.02 0.38 ▲0.01 ▲0.10 0.18 0.15

令和4年9月

令和4年9月

有効求人数（人）

　安定所別有効求人倍率の状況（原数値）・・・「職業安定業務取扱月報」P12参照

安定所別有効求人倍率の状況

　新規求職の状況（原数値）・・・「補足資料」P1項目2、「職業安定業務取扱月報」P6参照

3.2

　      新規求人数は、前年同月比4.6％（480人）増加の10,818人。

　①　新規求人の状況・・・「補足資料」P1項目4、「職業安定業務取扱月報」P7参照

  新規求人の状況（原数値）

92 29 11 264 45

▲ 0.9 3.6

有効求職者数（人）

対前年同月比（ポイント）

▲ 24

　　　　【増加した産業】
建設業 29人（1,378人→1,407人） 2.1％

医療，福祉 40人（2,267人→2,307人） 1.8％
　　　　【減少した産業】前年同月比３０％以上の業種を掲載

宿泊業，飲食サービス業　▲313人（868人→555人）　▲36.1％

　②　主要産業における新規求人の状況・・・「補足資料」P3、「職業安定業務取扱月報」P9参照

54.8

　　 新規求職者数は、前年同月比0.9％（43人）減少の4,497人。

※　本資料で使用する求人に関する数値は受理地別によるものである。
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主要産業における新規求人数の動き令和3年9月

令和4年9月

図表３（人）
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Ⅴ

　

年月 求人倍率

令和4年4月 1.15

令和4年5月 1.15

令和4年6月 1.17

令和4年7月 1.17

令和4年8月 1.17

令和4年9月 1.18

　青森県の雇用失業情勢は、持ち直しの動きに広がりがみられるもの
の、新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き続き注意す
る必要がある。

有効求人倍率が15か月連続で１倍以
上

雇用情勢判断

【事業主】雇用調整助成金や産業雇用安定助成金等の各種助成金の活用を促し、人材確保や労働者の雇用維持・継続
　　　　　　に取り組む事業主を支援します。
【求職者】雇用の確保を図るため求職者ニーズを踏まえた求人開拓を実施するとともに、各種セミナー、企業説明会の開
　　　　　　催など求人と求職のマッチング機会を確保し、併せて公的職業訓練の受講あっせん等による再就職支援を積極
　　　　　　的に行います。

【県内ハローワークにおける取組】
　（青森）11/4,11 介護・医療・福祉就職デー、11/14 福祉のお仕事ガイドセミナー
            11/15 人材確保対策コーナー求人事業所説明会、11/24 １Day就勝クラブ
            11/29 シニア就職面接会
　（八戸）11/8,22 求人事業所説明会
　（弘前）11/4,25 求人説明会・ミニ面接会、11/16 職業訓練説明会
            11/18 ひろさき就職説明会・面接会
　（むつ）11/22 企業見学会（むつ市主催）
　（十和田）11/17 求人説明会（（株）コメリ東北ストアサポートセンター）
　（黒石）11/16 会社説明会・ミニ面接会

上記のほか、各ハローワークでは随時セミナーなどを開催しています。

青森労働局の取組

参考　１　雇用失業情勢判断の推移

〇　本県経済は、新型コロナウイルス感染症や物価上昇の影響がみられるものの、持ち直しの動きがみられる。
　　　　　　　　　　【青森県：10月７日発表　青森県経済統計報告（令和４年７月・８月の経済指標を中心として）】

〇　県内の景気は、一部に弱さがみられるものの、持ち直している。この間、企業の業況感は、非製造業が悪化したもの
　の、製造業が改善したことから、全産業でも改善した。
　　最終需要の動向をみると、公共投資は、横ばい圏内で推移している。設備投資は、供給制約の影響がみられるものの、
　増加している。個人消費は、持ち直している。住宅投資は、弱めの動きとなっている。
　　生産は、供給制約の影響がみられる中、横ばい圏内の動きとなっている。雇用・所得情勢は、緩やかに改善している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【日本銀行青森支店：10月21日発表　県内金融経済概況10月公表分】

〇　2022（令和4）年9月度の青森県企業倒産件数は1件（前年同月比＋0.00％）、負債総額は9,800万円（同292.00％増）
　となった。倒産件数は2017（平成29）年10月度の倒産件数0件を除くと最小値で、これが2か月続くのは集計以来初とな
　るが、負債総額は前年同月比、前月比ともに増加した。
　　新型コロナウィルスの影響を受けた中小企業の資金繰り支援策である実質無利子・無担保の「ゼロゼロ融資」は政府
　系金融機関の受付が９月末を以って終了。また、融資は据え置き期間を経て、返済がスタートする時期に差し掛かって
　いる。
　　東京商工リサーチが９月30日に発表した2022年３月期決算「企業の借入金」状況調査によると、借入金が月商の何倍
　に相当するかを示す「借入金月商倍率」はコロナ前（2019年３月期～2020年３月期）まではいずれも4.6倍前後で推移し
　ていたが、コロナ関連融資の利用が進んだ2021年３月期は5.5倍に跳ね上がっている。また、2022年３月期も借入金月商
　倍率は5.4倍と微減に留まり、多くの企業で売上の回復が進まず、借入金月商倍率が高止まりしたまま、過剰債務に陥っ
　ている可能性を示唆している。
　　現在、ウクライナ情勢の悪化、円安、原油高、資材高騰、人件費上昇など懸念材料が次々と浮上し、コロナ禍によっ
　て疲弊した企業に追い討ちをかけている。業績が回復しないなかで、金融債務が重くのしかかり、返済目途が立たない
　企業は金融機関に返済猶予（リスケ）を要請するケースも出始めており、運転資金が枯渇する形での企業倒産急増は十
　分考えられ、引き続き警戒が必要とみる。
　　　　　　　　　　　　【東京商工リサーチ青森支店：10月４日発表　2022（令和４）年９月度青森県企業倒産状況】

参考　２　他機関の景気判断・・・「職業安定業務取扱月報」P１参照

特徴

青森県の雇用失業情勢は、緩やかに持ち直しているものの、新型コロ
ナウイルス感染症や物価上昇が雇用に与える影響に留意する必要があ
る。

有効求人倍率が18か月連続で１倍以
上

　青森県の雇用失業情勢は、一部を除き、持ち直しの動きに広がりがみ
られるものの、新型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、引き
続き注意する必要がある。

有効求人倍率が13か月連続で１倍以
上

同上
有効求人倍率が14か月連続で１倍以
上

同上
有効求人倍率が16か月連続で１倍以
上

同上
有効求人倍率が17か月連続で１倍以
上
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